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1.韓国の失.業者対策の展開過程に関する研究』






韓国では1997年末か らの経済危機の.もとで大量の失業者 ・貧困者が発生 し、その対策 と
して雇用保険制度の拡大、公共勤労事業、特別就労事業、時限保護事業の実施など多くの失
業者対策が講 じられた。本論文は、こ.れらの失業.者対策における基本理念とそれに基づいた
各対策の展開過程および各対策の相互関係 を検証 し、 さらにそれ らの対策が1999年9月制
定の 「国民生活基礎保障法」(韓国の公的扶助法〉のなかに自活支援事業 として吸収 ・統合
されるに至った過程を実証的に明 らかにするζとを課題としている。.
本論文において分析対象 とす る期間は、いわゆる 「cMr経済体制」に.入った韓国政府が
「総合的失業%f」 を打ち出 した ユ998年3月前後を起点とし、失業者を.含む全ての国民に対
して生存権 を保障する 「国民基礎生活保障法」を制定 した?999T.on前後を終点としてい
る。1年半 という短い期闘に多くの失業者対策が展開され、 しかもひ とつ の失業者対策事業
が実施 される過程でその対策の.有する制約と更なる社会的:要請により新たな失業者対策が講




の最も大 きな特徴である 「条件iき 給付(自 活支援事業)」とい うワークフェア(workfare)
的政策を導入するに至 った過程 を考察 している。
韓国の経済危機下の失業対策につい.ては、これまで個々の対策の概要に関する記述や事業
の規模と効果に関する分析は行われているが、各事業の制定過程やその変化、各事業間の関
連等に関する分析はほ とんど行われてこなかった。 しか し、この時期の失業者問題の重大性
とhい に重なり合いながら実施 された失業者対.策の意昧を考察するためには、失業者対策を
個別に分析 してい くだけでは把握 しきれないことが少なくない。そのため、本論文では個々
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の失業者対策がどのような意図のもとで構想 ・実施 され、またその施行の過程で政策 目標 が
いかなる原因によって変更され、当初の意図 とはかけ離れた結果をもたらすこと.になったの
か、また相次いで出 された失業者対策の相互関係 はどのように捉 えられるのか、 さらにそれ
らの対策が失業者の就業行動にどのような影響 をもたらしたのかを実証的に分析 しようとす
るものである。
また、国民基礎生活保障法(以 下、「基礎法」 とい う)の 制定過程に関する研究は、 これ
まで1999年6月の金大中大統領 の 「国民生活保障基本法」制定に向けた 「蔚山発.言」(「某
本法発.fl」ともいう〉 と、それを契機 とする国民運動 と与野党を巻き込んだ政治的攻防に関






的な雇用創出対策へ と転換 していったことに注 目し、それを具体化 したものとして 「蔚山発
言」よりも前に示 された 「低所得.失業者保護制度案 」(韓国型失業扶助制度)を 取 り上げ、
その意義について考察している。そこでは、従来の失業者対策において低所得の就労者 を支
援するために行われてきた 「条件付き給付事業」の拡人が図 られ、失業者に対する生計費の
支給を 「就労を条件」 として提供するとい うワー.クフェア的構想が示 された。そ して、それ




韓国では基礎法における条件付 き給付をめぐって.救 貧法的な 「強制的就労」を強調す る立
場と、国民の生存権保障の確立 を前提にしたワークフェアの導入と解する立場に分かれた論
議がみ られる。 しかし、両者 とも条件付 き給付の 「経路依存.」には関心を払っていなかった
ため、その機能的な側面だけを捉えた評価にとどまっている。失業者対策の諸事業の展開 と
条件付 き給付の繋が りに着 目すれば、そこには就労重.視という点での連続性が認められ る、,
もちろん、基礎法の制定により、対象者が全国畏に広 がり、恩恵ではなく権利としての生存
権の確立 という点で画期をな し、それ以前の制度 とは決定的に異なっているが、それ と同時
に失業者対策の展開過程との間に就労.支援策の連続性(内 生的変化)を .見出すことがで きる,











ア的視点から 「時代後れ」の政策 として批判 された。このような認識が 「反面教師」 として









を維持 したために稼働層 も救済の対象にしていくという大量失業 と国民.一Mxの生存権保障 を
直接に結びつける見解、さらに国民の総動員を前提 とした矧民一般の参政権との対応に求め.
ていく見解など、 さまざまな見解がある。こうした諸見解のなかで、韓国の生存権の出現 を









この時期の社会保障 ・社.会政策を取 り扱 ううえで重要なことは、経済危機による衝撃の
「深 さ.1をふ まえながらも、経済危機の 「長 さ」が非一+に短いものであった二とを認識す る
ことであろう。経済危機の衝撃が深かったがゆえに、 ともすればこの時期の社会保障の拡充




































第4節 失業対策 組織 の構成 と運用
1.失業対策の組織
2.失業対策の運用
第5節 ソー シャル ・セー フテ ィネ ッ ト
1.ソ ーシャル ・セー フテ ィネッ トの概 念
























































































序章 「.研究対象 と視点」では、本論文が韓国の 「IMF経済危機」(1998年～1999年)に
おいて失業者や貧困者の救済を目的として実施 されたソーシャル ・セーフティネッ トが次第
に変容 し、国民基礎生活保障法の制定に至る過程をwaif的に明 らかにすることを課題として
いることについて、その背後にある問題意識 と分析の視点について述べている。





備によって、韓国では公的扶助 と#t.会保険の統合 としての社会保障が成立 した。その場合、
韓国の社会保障の大 きな特徴 として、基礎法に労働能力を有する被保護層には就労を要件 と
して救済を行うというワークフェア政策を導入し、福祉 と生産の関係 を強 く結びつける政策
を講 じたことがあげられる。しか し、従来の研究 においては、基礎法の制定過程がもっぱら






たことを検討 し、基礎法の成立過程 とその意義 を明らかにしてみたいというのが、本論文の
問題意識である。
次いで、 ソーシャル ・セーフティネットから社会保障の成立を論 じる際の理論的枠組みに
関する先行研究 を取 り上げている。具体的には、経済発展と社会保障の出現を論 じたウィレ
ンスキーの見解、小川喜一一・与田征 ・田多英範等の統合的社.会保障論、韓国にお.ける幾つか
の社会保障理論をとりあげ、その特徴 と問題iiを論じている.そ のうえで、本論の理論的枠
組みとして、韓国では公的扶助 と社会保険の統合 という状況が.ストレー トに行われたのでは
なく、公共勤労事.業と公的扶助 との相互接近が行われたことを重視 し、労働 と福祉との緊張
関係のなかから基礎法が制定 されたことを詳細に論証することをあげている。それによって
本論文の特徴は、イギ リスや日本等 をベースにした総合的社会保障論のそれ とは異なるもの
となっている。
第1章 「ソーシャル ・セーフテ ィネットと総合.的失業対策」では.最 初に総合的失業対策
が実施 される前までの失業情勢と失業対策 を概観 した後、「総合的失業対策」の内容 とそれ
を支 える基本原則、特徴などを分析 した。経済危機の際に誰が最 も大 きな衝撃 を受け、被害
者 となったのかを確認 し、この問題への対処としてのitA的 失業対策」 との関係を明らか
にした。政府の失業対策 を貫 く基本原則は、雇用保険制度を基軸に失業者 を救済 し、 ・時的
な貧困には一時的な救済策で対応するソーシャル ・セーフテ ィネッ トの構築であった。本章
では、こうした基本原則の下での失業者対策の位置及び各事業の相 互関係 を明 らかにし、ま
た、厳 しい財政状況の下でその財源の捻出方法 と失業対策継織を整理 した。失業対策の基本
原則とLa、 それを達成す るための組織 と財源、各事業の事業期間 と対象者を 「総.合的失業
対策」のなかに位置づけた。
「総合的失業対策」は、 ソーシャル ・セーフテ ィネットの幕本理念に基づいた.失業対策の
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体系を意味 しており、 さまざまな失業対策の単なる 「寄せ集めJと しての 「総合的..1ではな
く、雇用保険制度を第一次社会安全網 とし、それを補 うために緊急的かつ時限的な救済事業
を並行 させ る 「失業者のための総合的な失業対策.1であった。そこでは 「前職の失業者」対
策という政策 目標を明確にするなかで、保健福祉省ではな く.労働省の役割に大 きな期待が寄
せ られた。この総合的失業対策は長期失業.者の増加を背.景に、直接救済の強化とその制度化
が模索 され始めるまで基本的に変わることはなかった。

















所につ いて3カ 月の保険料 を財政特別会計からの借 り人れで肩代わ りす ることを模索 した











して登場 してきた。この問題に対 しては、それ らを 「.....一括 して」対応する失業扶助制度が考
えられたが、政府は最初から反対の.姿勢を崩 さなかった。
長期失業者や[雇 労働者の問題が顕在化 し社会問題化するなかで、雇用保険制度だけで対
応 し得る問題ではないとして、新たな対応策が模索 されていった。その具体策として検討 さ
れたのが 「低所得失業者保護制度案」であった。結局、政府は雇用保険制度で受けとめ られ




模の大きかった公共勤労事業をとりあげ、 またそれ との関連で特別就労事業を救済事業 とし
て分類 し、それ らの理論と実態を歴史動態的に検討 した。.まず、公共勤労事業は、公共事業
とは完全に分離 され、雇用保険未適用事業所か ら出て くる 「男性稼 ぎ主失業者」を対象に、
3カ月という短期間での就労機会を提供する生活確保策であった。公共事業などが削減 され
るなかで、その不足分の雇用提供の役割 も担わ されていたため、当初は参加条件を厳 しく制
限 していたが、.失.業問題が急速 に悪化 し、政府の対策から漏れ る多くの失業貧困.者問題 が
「死角地帯」 として大きく取 り..上げられ るなかで、公共勤労事.業は、失業者だけではなく、
「定期的所得のない人」とい.う曖昧で緩やかな就労者選定基準に変わり、広範囲の 「失業者
IR帯」の所得保障策に変化 していった。 また、事業規模を拡大 し、労働力保全策のなかに貧
困対策 を含むことにより 「死角地帯」 を少なくす るため、就労適格基準を.x幅に緩和 し、事
業費のなかに最大50%を資材費として認めることなど、事業に消極的であった地方自治体の
裁量 を大幅に拡大す る措置を講じた,し か し一方で、就労者選定基準の大幅な緩和によ り、
既に非労働力化した者や女性労働者が就労機会を求めたことから失業.者として顕在化 し、本
来対象としてきた失業者の就労機会 を奪っているといった批判 も生 じた。 さらに、公共勤労
事業の生産性 ・効率性が低 く、「.賃.金のばらまき..[という批判にも晒され るなど、その実施
過程で絶えず.手直しを迫 られることとなった。











として実施 していた 「特別就労事業」に接近 し、実質的に両者の区別がつかなくなるといっ
た問題が生 じた。実際に、この両事.業を行 き来する失業貧困者が多く存在 していた。彼 らは








の民間雇用に組み入れ られるなど、事業の多様化と見直 しが迫 られた.
第4章 「時限保護事業の展開過程」では、既存の生活保護制度による保護枠を現状維持す
る代わ りに、「期限付き」で失業貧困者を直:接救iiiする事業であった時hP保護事業の救済実
態 と、公共勤労事業や特別就労.事業 との制約 ・代替関係を中心に検討を行った。時限保護事
業は、公務員の俸給削減による失業対策 目的予舖費を財源として、失業対策の一環 として実
































を低 く抑 える対策か ら、長期失業者の就業を保障する積極的な雇用政策が求められるように
なったことがあげられる。そこでは、既に何らかの救済事業に頼 りなが ら生活 を維持 してい




で構想 された 「低所得失業者保護制度案」によって制度化が試み られ、公共勤労事業や特別
就労事業 などは補充給付の受給のための 「就労の場」 として位置づけ直 された。 稼働層に
対する保護方策 として、与党や.i市民団体は国会で審議保留になっていた 「国民基礎生活保障
法」で対応 しようとし、労働省は 「韓国型の失業扶助制度案」 を提示 し、また保健福祉省は





はなかったが、まず基本法を制定 し、中産層 と庶Etを対象 とした対策を打ち出 し、国政運用
の舵 を切 り換えようとしたのである。 さらに、こうした政策転換の基本理念として 「生産的
福祉」が掲 げられた。「生産的福祉」構想は、基本理念の策定を.青瓦台(韓 国大統領官邸)
で行い、具体的な政策は政府 と与党が協議 して作成 し、議員立法を目指そうとした。これに
対 して、野党は既に労働省案や保健福祉省案で検討 していた 「条件付き給付」を盛 り込んだ










り、生活保護法に対する 「時代後れ」とか 「福祉依存症.」といった批判 も払拭された。
失業対策から雇用政策への転換 を掲 げる政府は、自活保謹者等の長期失業者に対する公共
勤労事業の単純就労型事業と特別就労事業を統合 し、基礎法のなかで 「自活事業」 として整
備 した。すべての国民に対 して生存権 を保障 したうえで、その自立 を促すために、まず一般
労働市場への就労可能な者に対 しては、労働省が主体 となって職業訓練や職業紹介等を行 う
こととした。 さらに、就業可能性の低い者のなかの就労可能者に対 しては、基礎法の 「自活
勤'j」「自活共同体./「創業支援」などの自活 プログラム(条 件付 き給付)を 提供 し、自活 を





みるべ きであろう。また、基礎法 と前後して 「生産的福祉」の理念が国政の基本理念として










業対策 としての役割とその限.界を確認 した。最後に、現在の社会保障 ・社会政策研究、東ア








基礎生活保障法」(韓国の公的扶助法)の 制定過程について新たな見解 を展開 しているこ
とがあげられる。本論文は、失業対策がなぜ....一時的な対策から恒久的な制度化へ向かっ
たのか、 さらにその対象が失業者だけではな く.全国民にまで広がったのかという、その
メカニズムを解明したい という問題意識 をもとに、一貫 して失業対策の理念 と失業者救
済の 目標や手段 との整合.性を政策その ものから具体的に把握 してい くという研究方法を
とっている。その結果、韓国で最も革.命的な社会保障改革といわれる国民基礎生活保障
法の制定過程について、「蔚由発言」(韓国大統領の公的扶助法制定 に関す る発言)と 国
民の請願運動を重視す る政治還元主義的な通説 とは異な り、失業.者救済 における政策の
変容 として捉える新たな.見解を述べ るに至っている。豊富な資料に裏付けられた論証は、
論理的に明解であり、説得力に富んでいる。経済危機..Fにおける失業対策及び基礎法制
定 をめ ぐる研究に寄 与するところが大きいといえよう。
(2)第2に、豊富 な資料の収集 とその分析 をあげることができる。本論文で用いられてい
る資料の多くは、論.文執筆者 が保健福祉省をは じめ、労働省や地方 自治体などの資料室
から発掘 し、また当時の行政担当者やll眠運動の指導者等の インタビューにより得たも
のであり、それに国会や地方 自治体の議事録や新聞等の報道資料等と照 らし合わせ、事
実 を詳細にたどりなが ら.失業対策か ら基礎法制定に至 るまでの過程 を描 き出 している。
韓国の研究においてもこの ような実証研究は行われておらず、資料による新たな事実発
見に加 えて、そうした研究方法が、今後の韓国の政策研究 に一石を投 じるもの と思われ
る、,
(3)第3に、韓国でワークフェア的政策が導入 されたことへの解明を通 じて、東アジア諸
国 における社会保障 ・社会政策に関する研究に一定の示唆を与えてい ることがあげ られ
る.韓 画は経済危機..トにおいて冠国際環境か らワークフェアの圧力を受 けなが らも、国
内的必要からウェルフェアの追求 もしなければならなかった。具体的には、低賃金労働
市場を一応容認 した うえで 「福祉か ら就労へ」 とい うワークフェア政策 を強化 しつつ、





の途をた どろうとしている東 アジア諸国においても類似 した政策展 開が行われてお り、
それ らの国々の政策展開を分析 していくうえで新たな視点を提供するものと思われる。
2,本論文の短所
(i)本論文の短所 として、第一に先行研究 に関する叙述が十分 とはいえない点があげられ
る。例 えば、国民基礎生活保障法の成立過程に関してr.通説」 とされ る金大中大統領 の
「蔚山発言」 と国民の請願運動に重 きをお く見解に.ついて、その概略は述べ られているが、
「通説1に 関する論文等の詳細 な検討が行われ.ているわけではない。詳細な先行研究が少
ないということはあるにせよ、「通説」である以上、何 らかの論文はあるはずであり、そ
の評価 を明確にすべ きであったと思われ る。同様に、失業対策に関する論述についても、
先行研究について詳細な検討が行われているわけではない。 また、「序論」で述べ られて
いる社会保障の理論研究に関 して、統合論的アプローチと本論文 との相違が論 じられて
いるが、その根拠として失業対策から公的扶助(国 民基礎生活保障法)へ とい う 「経路」
の相違があげられているだけで、社会保険 と公的扶助の続nnとして捉えることについて
は明確 な相違が認められない。本論文が詳細 な論証に基づ き、新たな見解を主張 してい
るだけに、先行研究の詳細な検討を踏 まえて、從来の研究 と相違点 ・類似点 をよ り明確
に論 じたならば、この論文の意義 はさらに大 きくなったものと思われる。
② 本論文で用いられている韓国の制度や概念についての説明が不十分であり、韓国の事
情 に詳 しくない者 にとっては、その内容 を珪解するのが難 しい場合 がある。韓国の社会
保障郷度の全体像の概略や、経済危機以 前の社会保障の状況などについての記述があれ
ば、.本論文の理解が もう少し容 易にで きたのではないかと思われ る、,用語について も、
同 じようなことが指摘で きる。例えば、 自活保護者、居宅保護者、生計保護者とい う場
合、その%iIi葉の意味は理解で きるが、具体 的にどのような状況の保護を指 しているの か
といった点で必ず しも十分な説明が行われているわけではな く、論.文を読み進む うちに
ようや く分かって くることが少な くない。筆者にとって自明なことであっても、 自明で
ない者への丁寧な説明が必要であろう。
(3)本論文の取 り扱 っている範囲は、国民基礎生活保障法の成 立その意義について論 じて
いるところで終わっているが、2000年の基礎法施行後の状況についても触れているな ら
ば、この法制度の意義 と限界がより明 らかになっ拳と思われる。 とくに条件付 き給付 と
いうワークフェア的対策を導入してい るところにこの制度の大 きな特徴があるが、 ワー
クフェア的対策 はアメリカやスウェーデ ンなど多くの国々で取 り入れ られなが らも、そ
の実態 には大 きな相違がみられる;,したがって、韓国が実際 にどのように運用 し、 また




の検討が欠 けてい るのが惜 しまれ る、
3.結論







師をしている。商学研究科修士課程に入学 してか ら、 日本 と韓国の社会保障の形成過程の研
究 に取 り組み、博.士後期課程に進んで以降は、韓国の国民基礎生活保障法の制定過程を中心
に年金改革、医療改革など経済危機下における社会保障改革について研究 を進めてきた。そ
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